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(2)一般会計歳入歳出決算額の推移

単 年 度 収 支 額 22,619 13,979

千円

実 質 収 支 額 943,919 921,300 22,619 2.5 1.5

翌年度繰越財源 6,391,557 6,845,899 △ 454,342 △ 6.6 117.0

歳入歳出差引額 7,335,476 7,767,199 △ 431,723 △ 5.6 91.2

1.9 △ 9.0

歳 出 総 額 649,161,224

千円

年度実質収支額を差し引いたもの）は2,262万円のプラスとなりました。

区　　　　分

歳入歳出差引額は73億3,548万円となり、令和７年度への繰越事業（繰越明許費）充当財源63億9,156万円を

差し引いた実質収支額は9億4,392万円のプラスとなりました。また、単年度収支額（当年度実質収支額から前

636,537,007 12,624,217 2.0 △ 9.6

歳 入 総 額 656,496,700 644,304,206 12,192,494

決　　　　　　算　　　　　額 対前年度増減率
令和６年度 令和５年度 増減額 令和６年度 令和５年度

障害者スポーツ大会開催準備事業費の増加などです。

Ⅰ 一 般 会 計

１　 一般会計決算状況

に昨年度に続き6,000億円台となりました。

べて歳入は121億9,249万円（＋1.9%）増加、歳出は126億2,422万円（＋2.0%）増加しました。歳入・歳出とも

令和６年度の決算規模は、歳入決算額6,564億9,670万円、歳出決算額6,491億6,122万円となり、前年度と比

主な増加要因としては、歳入では法人二税の増加など、歳出では令和７年度開催の国民スポーツ大会・全国

(1)一般会計歳入歳出決算収支の状況
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　その他では、国庫支出金が減少した一方、地方交付税や地方譲与税などが増加したことにより、歳入決算

額は前年度と比べて121億9,249万円（＋1.9%）増加し、6,564億9,670万円となりました。

(1)歳入決算額の推移

２　 歳　　　入

県税収入は、軽油引取税などが減少した一方、法人二税などが増加したことにより、前年度と比べて77億

142万円（＋4.1％）増加し、1,935億424万円となりました。

(3)実質収支額・単年度収支額の推移
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　自主財源である県税の増加（＋0.7ポイント）や、依存財源である国庫支出金の減少（△2.8ポイント)など
により、自主財源比率は前年度より1.3ポイント増加し、51.0％となりました。

(3)自主財源比率の推移

(2)歳入決算額の構成図
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● (＋77億  142万円 ＋ 4.1%)

(＋52億5,375万円  ＋ 9.0%)

(△ 1億4,039万円  △ 0.2%)

(＋30億2,948万円  ＋11.6%)

(＋ 1億3,574万円  ＋ 0.7%)

(△ 6億5,641万円  △ 5.0%)

(＋ 　 7,925万円  ＋ 0.9%)

● (R6)  324億3,062万円 (R5)  286億2,432万円 (＋ 38億  631万円 ＋13.3%)

●

●

● (＋ 21億9,959万円 ＋22.4%)

● (R6)  591億4,610万円 (R5)  572億6,380万円 (＋ 18億8,230万円 ＋ 3.3%)

(R6)  565億  100万円 (R5)  519億  270万円 (＋ 45億9,830万円 ＋ 8.9%)

(R6)   26億4,510万円 (R5)   53億6,110万円 (△ 27億1,600万円 △50.7%)

県債残高および県民１人当たり県債負担額は以下のとおりです。

1兆703億2,298万円(対前年度:△98億9,291万円 △0.9%)

6,766億4,037万円(対前年度:＋114億4,612万円 ＋1.7%)

3,936億8,261万円(対前年度:△213億3,903万円 △5.1%)

◇県民１人当たり県債負担額 76万4千円(対前年度:△4千円 △0.5%)

48万3千円(対前年度:＋1万円 ＋2.1%)

※臨時財政対策債の元利償還金相当額は、その全額が後年度の地方交付税の基準財政需要額に算入

されることとなっています。

臨時財政対策債を除く県民１人当たり県債負担額

◇県債残高　 

　臨時財政対策債を除く県債残高

　臨時財政対策債残高

県 債

 臨時財政対策債
 を除く県債
 臨時財政対策債

近江学園施設整備費やびわ湖ホール施設整備事業費の増加などにより、3.3％の増となりました。

感染症対策費国庫補助金や観光振興推進費国庫補助金の減少などにより、17.4%の減となりました。

繰 入 金 (R6)  120億1,265万円 (R5)   98億1,306万円

退職手当基金の増加などにより、22.4％の増となりました。

普通交付税の増加などにより、3.5％の増となりました。

国 庫 支 出金 (R6)  805億4,770万円 (R5)  975億4,595万円 (△169億9,825万円 △17.4%)

地 方 交 付税 (R6)1,438億3,010万円 (R5)1,389億7,426万円 (＋ 48億5,584万円 ＋ 3.5%)

法人二税などの増加により、4.1％の増となりました。

地 方 譲 与税

特別法人事業税（国税）の再配分である特別法人事業譲与税の増加などにより、13.3％の増となりました。

個 人 県 民 税 (R6)　595億9,189万円 (R5)　597億3,228万円

法 人 二 税 (R6)　635億4,010万円 (R5)　582億8,635万円

地 方 消 費 税 (R6)　290億5,133万円 (R5)　260億2,185万円

自 動 車 税 (R6)　200億1,910万円 (R5)　198億8,336万円

軽 油 引 取 税 (R6)　124億2,294万円 (R5)　130億7,935万円

そ の 他 諸 税 (R6)　 88億7,888万円 (R5)　 87億9,963万円

県 税 (R6)1,935億  424万円 (R5)1,858億  282万円

(4)歳入決算額の増減の主なもの
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(2)歳出決算額の構成図

(1)歳出決算額の推移

３　 歳　　　出

歳出決算額は、前年度に比べ中小企業振興資金貸付金の減少による商工観光労働費などが減少した

一方、教職員給与費の増加などによる教育費や、国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会開催準

備事業費の増加による文化スポーツ費などが増加したことにより、前年度と比べて126億2,422万円

（＋2.0%)増加し、6,491億6,122万円となりました。
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(3)歳出決算額の増減の主なもの

● (＋25億8,795万円　＋18.2%）　

● (＋35億3,580万円　＋15.5%）　

● (R5)   92億    2万円 (＋47億6,045万円　＋51.7%）　

● (△ 3億4,517万円　△ 2.0%）　

● (△25億8,472万円　△ 2.1%）　

● (△101億7,650万円 △25.8%）　

● (＋ 3億2,233万円　＋ 1.6%）　

● (△ 3億5,683万円　△ 0.4%）　

●

●

●

警察学校射撃場会場整備経費などが減少しましたが、警ら用自動車等の更新整備経費などが増加したこと

令和４年８月の大雨による被害への対応が一部完了し、前年度から繰越された事業費が減少したことなど
により、53.2％の減となりました。

教職員給与費のほか、滋賀県退職手当費、滋賀県公立学校情報機器整備基金の積立金および県立大学整備
基金の積立金などが増加したことにより、7.5％の増となりました。

災 害 復 旧 費 (R6)  　5億  195万円 (R5)　 10億7,171万円 (△ 5億6,976万円　△53.2%)

教 育 費 (R6)1,349億2,679万円 (R5)1,255億7,158万円 (＋93億5,521万円　＋ 7.5%）　

令和６年７月に発生した災害対応に伴う事業費が増加したものの、大規模事業が進捗し前年度から繰越さ
れた事業費が減少したことなどにより、0.4％の減となりました。

警 察 費 (R6)　334億  436万円 (R5)　317億5,957万円 (＋16億4,480万円　＋ 5.2%）

により、5.2％の増となりました。

国営土地改良事業費負担金などが減少しましたが、土地改良公共事業費、マーケティング戦略推進事業費
などが増加したことにより、1.6％の増となりました。

土 木 交 通 費 (R6)　824億4,163万円 (R5)　827億9,846万円

了したことなどにより、25.8％の減となりました。

農 政 水 産 業 費 (R6)　205億7,996万円 (R5)　202億5,764万円

とにより、2.1％の減となりました。

商 工 観 光 労 働 費 (R6)　292億5,469万円 (R5)　394億3,118万円

中小企業振興資金貸付金の減少や新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえて実施した観光振興事業が終

治山事業費などが減少したことにより、2.0％の減となりました。

健 康 医 療 福 祉 費 (R6)1,224億6,562万円 (R5)1,250億5,035万円

児童福祉施設運営費や後期高齢者医療費等対策費などが増加しましたが、感染症対策費などが減少したこ

たことにより、51.7％の増となりました。

琵 琶 湖 環 境 費 (R6)  168億8,480万円 (R5)  172億2,997万円

琵琶湖環境科学研究センターの管理運営費や試験研究費などが増加しましたが、流域下水道促進費や補助

の増となりました。

文 化 ス ポ ー ツ 費 (R6)  139億6,047万円

国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会開催準備事業費やびわ湖ホール施設整備事業費などが増加し

ＣＯ２ネットゼロ・オフィス滋賀推進事業費などが増加したことにより、18.2％の増となりました。

総 務 費 (R6)  262億9,157万円 (R5)  227億5,578万円

公共建築物等長寿命化等推進基金の積立金や衆議院議員総選挙執行費などが増加したことにより、15.5％

総 合 企 画 費 (R6)  168億1,075万円 (R5)  142億2,280万円

ＣＯ２ネットゼロ社会づくり推進基金の積立金のほか、米原駅東口周辺まちづくり事業用地の取得費用や
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△4.2%）、歳出決算額2,329億2,957万円（前年度比△4.5%）となり、歳入歳出差引額は31億1,812万円とな

りました。

％ ％

724 △ 78

合　　　　　　　　　　計 236,047,685 △ 4.2 232,929,566 △ 4.5 3,118,119 3,118,119 622,256

収 入 証 紙 1,492,469 16.0 1,491,745 16.0 724

0 0

用 品 調 達 事 業 689,757 △ 2.4 685,070 △ 0.5 4,687 4,687 △ 14,065

土 地 取 得 事 業 9,607 △ 96.3 9,607 △ 96.3 0

0 0

国 民 健 康 保 険 事 業 117,635,337 △ 1.4 114,982,526 △ 2.1 2,652,811 2,652,811 798,762

公 債 管 理 114,329,930 △ 7.4 114,329,930 △ 7.4 0

112,240 △ 13,135

沿 岸 漁 業 改 善 資 金
貸 付 事 業

53,592 5.8 3,601 5,249.3 49,991 49,991 △ 588

林業・木材産業改善資金
貸 付 事 業

235,459 0.0 123,219 12.0 112,240

中 小 企 業 支 援 資 金
貸 付 事 業

907,594 199.7 817,031 287.0 90,563 90,563 △ 1,156

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金
貸 付 事 業

317,686 △ 25.5 263,233 18.8 54,453

千円

376,254 7.6 223,604 12.0 152,650 152,650 2,678

54,453 △ 150,162

市 町 振 興 資 金
貸 付 事 業

千円 ％ 千円 ％ 千円

歳出決算額 差引額 実質収支額

千円

単年度収支額

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ

単 年 度 収 支 額 622,256 △ 739,519

３　 特別会計別歳入歳出決算状況

対前年度
増減率

対前年度
増減率

歳入歳出

特 別 会 計 名 歳入決算額

実 質 収 支 額 3,118,119 2,495,862 622,257 24.9 △ 22.9

翌 年 度 繰 越 財 源 0 0 0 - -

歳 入 歳 出 差 引 額 3,118,119 2,495,862 622,257 24.9 △ 22.9

△ 4.2 △1.6

歳 出 総 額 232,929,566 243,904,582 △ 10,975,016 △ 4.5 △1.4

千円 千円 千円

歳 入 総 額 236,047,685 246,400,444 △ 10,352,759

２　 特別会計歳入歳出決算収支の状況

区　　　　分
決　　　　　　算　　　　　額 対前年度増減率

令和６年度 令和５年度 増減額 令和６年度 令和５年度

Ⅱ 特 別 会 計

１　 特別会計決算状況

市町振興資金貸付事業特別会計はじめ10ある特別会計の決算は、歳入決算額2,360億4,769万円（前年度比
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 （単位　残高、増減額：円、増減率：％）

Ⅲ 基　 金

NO. 基金の名称 R7.3末現在 R6.3末現在 増減額 増減率

1 滋賀県文化振興基金 2,101,190,464 2,101,097,530 92,934 0.0

2 滋賀県東海道新幹線新駅地域振興等基金 290,586,599 294,205,661 △ 3,619,062 △ 1.2

3 滋賀県公共用地先行取得事業債管理基金 96,957 636,316 △ 539,359 △ 84.8

4 滋賀応援基金 281,726,382 268,306,648 13,419,734 5.0

5 滋賀県後期高齢者医療財政安定化基金 1,944,773,166 1,782,649,192 162,123,974 9.1

6 滋賀県医師確保対策基金 140,286,252 141,574,839 △ 1,288,587 △ 0.9

7 滋賀県産業廃棄物発生抑制等推進基金 170,807,054 139,175,553 31,631,501 22.7

8 滋賀県森林整備地域活動支援基金 16,760,215 21,297,767 △ 4,537,552 △ 21.3

9 滋賀県災害救助基金※１ 889,327,060 928,917,474 △ 39,590,414 △ 4.3

10 滋賀県財政調整基金 31,728,299,186 31,816,116,370 △ 87,817,184 △ 0.3

11 滋賀県土地開発基金※２ 7,644,299,094 7,637,996,286 6,302,808 0.1

12 滋賀県琵琶湖管理基金 1,202,201,921 1,453,794,192 △ 251,592,271 △ 17.3

13 滋賀県福祉・教育振興基金 7,661,218,537 8,269,970,069 △ 608,751,532 △ 7.4

14 滋賀県県債管理基金 30,187,174,869 27,623,958,015 2,563,216,854 9.3

15 滋賀県琵琶湖研究基金 404,251,443 237,187,797 167,063,646 70.4

16 滋賀県平和祈念館整備運営基金 428,557,951 279,694,712 148,863,239 53.2

17 滋賀県警察本部庁舎整備基金 47,803,810 47,672,045 131,765 0.3

18 滋賀県工業技術振興基金 356,545,088 378,120,310 △ 21,575,222 △ 5.7

19 滋賀県在宅医療福祉を担う看護職員確保対策基金 37,590,849 40,006,167 △ 2,415,318 △ 6.0

20 滋賀県琵琶湖森林づくり基金 863,111,567 888,753,642 △ 25,642,075 △ 2.9

21 滋賀県国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会運営等基金 9,413,046,515 9,344,820,068 68,226,447 0.7

22 滋賀県介護保険財政安定化基金 816,696,726 815,521,593 1,175,133 0.1

23 滋賀県鉄軌道関連施設整備促進等基金 410,246,380 201,083,008 209,163,372 104.0

24 滋賀県環境保全基金 213,013,498 280,254,201 △ 67,240,703 △ 24.0

25 滋賀県子育て支援対策臨時特例基金 682,449,805 1,151,201,456 △ 468,751,651 △ 40.7

26 滋賀県立大学整備基金 1,918,248,958 1,067,639,346 850,609,612 79.7

27 滋賀県森林整備担い手対策基金 639,259,207 688,084,438 △ 48,825,231 △ 7.1

28 滋賀県ふるさと・水と土保全基金 1,008,776,821 1,017,764,248 △ 8,987,427 △ 0.9

29 滋賀県文化財保存基金 1,523,433,168 720,290,477 803,142,691 111.5

30 滋賀県中小企業活性化推進基金 1,022,997,933 1,135,550,768 △ 112,552,835 △ 9.9

31 滋賀県近江大橋等維持修繕基金 921,811,933 932,379,702 △ 10,567,769 △ 1.1

32 滋賀県農地中間管理事業推進基金 332,229,831 245,210,714 87,019,117 35.5

33 滋賀県がん対策推進基金 39,764,317 49,034,771 △ 9,270,454 △ 18.9

34 滋賀県地域医療介護総合確保基金 2,833,249,206 3,417,231,000 △ 583,981,794 △ 17.1

35 滋賀県公共建築物等長寿命化等推進基金 4,814,334,088 4,008,557,915 805,776,173 20.1

36 滋賀県国民健康保険財政安定化基金 2,838,244,873 2,235,024,292 603,220,581 27.0

37 滋賀県森林整備支援等基金 47,183,778 64,047,722 △ 16,863,944 △ 26.3

38 滋賀県新型コロナウイルス感染症対策基金 162,445,650 166,146,203 △ 3,700,553 △ 2.2

39 滋賀県CO2ネットゼロ社会づくり推進基金 2,709,565,541 1,394,910,888 1,314,654,653 94.2

40 滋賀県子ども・若者基金 1,869,448,159 976,725,331 892,722,828 91.4

41 滋賀県立高等専門学校整備運営基金 2,604,481,285 2,600,733,731 3,747,554 0.1

42 滋賀県退職手当基金 65,315 2,586,197,501 △ 2,586,132,186 △ 100.0

43 滋賀県公立学校情報機器整備基金 1,022,874,990 0 1,022,874,990 皆増

合                計 124,240,476,441 119,449,539,958 4,790,936,483 4.0

R7.3末現在 R6.3末現在 増減額 増減率

121,026,405,777 116,123,455,906 4,902,949,871 4.2

169,004,163 168,712,131 292,032 0.2

3,045,066,501 3,157,371,921 △ 112,305,420 △ 3.6

124,240,476,441 119,449,539,958 4,790,936,483 4.0

不動産（土　　　地）　　　【滋賀県土地開発基金※２の内数】

合　　　　　計

基金に属する現金

動　産 （救援物資）　　　【滋賀県災害救助基金※１の内数】

基金の内訳
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